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三重県の認知症施策について

みえ高齢者元気・かがやきプランにおける取組

令和５年8月２２日
三重県医療保健部長寿介護課

資料１
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①認知症の人を支える地域づくり

♦キャラバンメイト養成研修の開催
県主催のキャラバンメイト養成講座を実施

♦認知症に係る普及啓発
三重県立図書館で認知症ケアパス等展示
（認知症の人と家族の会のご協力）

♦成年後見制度の中核機関の立ち上げ支援
県が派遣するアドバイザーにより市町の中核機関の
立ち上げを支援

② 認知症の人と家族への支援

♦ピアサポートの推進
・家族会への委託事業、疾患医療センターの機能強化
により、認知症の本人による相談支援による診断直
後の不安を軽減

♦チームオレンジの立ち上げ支援
・オレンジチューター派遣事業の実施
・チームオレンジ・コーディネーター研修を開催

♦若年性認知症コーディネーターによる支援の
推進

① 認知症の医療・介護連携

♦レセプトデータを活用した早期介入モデル事業
・レセプトデータ分析・訪問調査を進め、認知症患者でケアに結び
ついていない人の傾向を把握・周知する取組を南勢志摩地域に展開。

♦認知症疾患医療センターの機能強化
・診断後の支援体制、連携協議会の設置

♦（新）認知症初期集中支援チーム員研修
・早期に専門医療につなぐスキルを修得できる研修を開催

②医療・介護従事者の認知症対応力の向上

♦各認知症対応力向上研修の実施
・三重県医師会、三重大学医学部附属病院等へ委託

♦病院勤務以外の看護師等認知症対応力向上研修の実

施

・三重県立看護大学へ委託

♦認知症介護研修推進計画の策定

♦認知症介護基礎研修の受講義務付けへの対応

・認知症介護研修仙台センターを研修実施機関として指定

令和５年度 県の取組について

（２）医療・介護サービスの充実と予防 ～ 「予防」の取組

（１）地域支援体制の強化と普及啓発 ～ 「共生」の取組
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（１）地域支援体制の強化と普及啓発～「共生」の取組
①認知症の人を支える地域づくり ②認知症の人と家族への支援
地域では多様な主体、機関が連携して認知症高齢者を支える

〇キャラバンメイト養成研修の実施

認知症サポーターを養成する「認知症サポーター養成講座」の企画・立案及

び実施を行う「キャラバン・メイト」を養成することを目的とする。

・開催日：令和５年６月２８日（水）三重県庁講堂 ８２名受講

〇チームオレンジコーディネーター研修の実施
コーディネーターを養成し、市町においてチームオレンジの構築を進める。
①チームオレンジの立ち上げ ②ステップアップ講座の企画・開催
③チーム運営に対する助言等
④自治体管内のチームオレンジネットワークの構築

※コーディネーターは市町村等に１名以上配置される。（認知症地域支援推進員等
の兼務可）
・講 師：三重県オレンジ・チューター４名
・開催日：令和５年７月４日（火）三重県庁講堂 ５３名受講

（５３名のうち、認知症地域支援推進員は４０名）
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サポーター養成の目標は、
２０２３年度（令和５年度）までに２３万５千人

（みえ高齢者元気・かがやきプランにおける目標値）

★認知症サポーター等養成事業
認知症に関する正しい知識を持ち、地域や職域において認知症の人や家族を支援する認知症

サポーター等を養成することにより、認知症の人や家族が安心して暮らす続けることのできる
地域づくりを推進することを目的とする。

（１）地域支援体制の強化と普及啓発～「共生」の取組
①認知症の人を支える地域づくり

三重県キャラバンメイト・認知症サポーター数の推移
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事業内容

①モデル市町支援事業

・「成年後見制度利用促進アドバイザー」を定期的に派遣す
ることにより、中核機関設置に向けた取組を支援する。

②成年後見制度利用促進に向けた関係機関会議

・関係機関が成年後見の取組について情報、意見交換等を行
い、連携を図る。

③市町職員及び市町社会福祉協議会職員スキルアップ研修

ア スキルアップ研修

・市長申立研修等の開催。

イ モデル市町取組報告会

・モデル市町が、１年間の取組の経緯や成果について、県内
市町を対象とし、報告する。

（１）地域支援体制の強化と普及啓発～「共生」の取組
①認知症の人を支える地域づくり

成年後見制度利用促進市町支援事業（令和２年度～）
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〇 成年後見制度の中核機関の設置状況

設置済（21市町）
津市、四日市市、伊勢市、松阪市、桑名市、鈴鹿市、名張市、尾鷲市、亀山市、
鳥羽市、いなべ市、志摩市、伊賀市、朝日町、明和町、大台町、玉城町、度会町、
大紀町、南伊勢町、御浜町

設置予定（2市町） 木曽岬町、東員町

※令和５年４月１日現在

〇 市町成年後見制度利用促進基本計画の策定状況

策定済（20市町）
津市、四日市市、伊勢市、松阪市、桑名市、鈴鹿市、名張市、尾鷲市、亀山市、
鳥羽市、熊野市、いなべ市、志摩市、伊賀市、川越町、多気町、明和町、大台町、
玉城町、御浜町

策定予定（3市町） 木曽岬町、度会町、南伊勢町

中核機関設置状況 計画策定状況

設置済み, 

72.4%

設置予定, 

6.9%

検討・協議

中, 17.2%

未定, 3.4%

策定済み, 

69.0%

策定予定, 

10.3%

検討・協議

中, 10.3%

未定, 

10.3%

※長寿介護課調べ

（１）地域支援体制の強化と普及啓発～「共生」の取組
①認知症の人を支える地域づくり

成年後見制度利用促進市町支援事業
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活動人数 支援内容 チーム数

津市 ２６名 認知症カフェ支援、普及啓発
サポーター養成、個別支援

１

伊勢市 ６７名 見守り、話し相手、
地域での声掛け

９

桑名市 ２３名 見守り支援 １
鈴鹿市 ８５名 個別支援、既存の施策への協力

周知活動
１

亀山市 ２７名 認知症普及啓発 １

東員町 ２９名 認知症カフェの運営、普及啓発 １

・三重県のチームオレンジ設置状況

7

★令和５年６月現在、８市町にて設置済み

明和町 ６名 認知症カフェでの傾聴 １

玉城町 ８５名 普及啓発、既存の施策への協力
個別支援

１
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～県内のチームオレンジ活動内容～

【亀山市】チームかめやま

8

【支援内容】認知症普及啓発

【活動地域】亀山全域

【活動内容】

〇定期的にチーム員が集まり、意見交換を実施

〇近所の集まりや道ですれ違った際に声かけを実施

〇アルツハイマー月間の取り組みで、

講座や介護者のつどいにサポーターとして参加

〇図書館において認知症の普及啓発活動を実施予定

★県チューター派
遣制度を利用。
➡チューターと今
後のチームオレン
ジの活動につき検
討を行っている

〇図書館での普及啓発活動のチラシ
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〇若年性認知症者の会「レイの会」の方による洗車活動

～県内のチームオレンジ活動内容～

【鈴鹿市】チームオレンジ鈴鹿
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●研修会・説明会の開催
• 介護従事者向け研修
• 企業担当者向け説明会
• 行政担当者研修（高齢・障害）

〇パンフレット啓発資材作成

地域の支援力醸成

ニーズの発見
↓

若年性認知症支援コーディネーターの介在
↓

地域での継続支援

若年性認知症支援コーディネーター（1名）

●自立支援ネットワーク会議の開
催
（就労支援関係者を含めた意見交換）

●意見交換会の開催

●相談窓口の設置、支援
〇レイの会の活動
（居場所、ご本人参画）

三重県における

若年性認知症施策総合推進事業の概要と方向性
目指す支援体制

10
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認知症になっても、住み慣れた地域で自分らしく暮らすことが出
来る地域共生社会の実現に向けて

《 課題となっていること 》

①地域で支える人材の不足・体制の整備

➡認知症の人と家族を地域で支えるには、認知症に関する正し
い知識や理解を持ち、温かい見守りや支援を行う人を増やし、
地域全体でさまざまな主体によるきめ細かな支援提供体制を築
くことが必要です。

◎地域における見守り、介護予防事業への協力、家族支援など、地域

や職域で認知症の人や家族を手助けする『認知症サポーター』が認知

症の人の身近な困りごと等を支援できる仕組みが必要です。

◎財産管理や日常生活に支障がある人の意思が尊重され、安心して暮

らしていくことが出来るよう、市町における成年後見制度の中核機関

の立ち上げや運営支援が必要です。
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（２）医療・介護サービスの充実と予防 ～「予防」の取組
①認知症の医療・介護連携

認知症の早期発見・早期対応、適切な医療・介護サービス等につなぐ取組

〇認知症疾患医療センター連携協議会
・９か所の認知症疾患医療センターと三重県は年２回、認知症疾患医療セン
ター運営事業について協議を行っています。

・診断後の支援として、地域包括支援センター、介護支援専門員等と連携し、
専門医療相談、地域包括ケアにつなぐ取組を強化しています。

〇認知症疾患医療センター連携会議
・各認知症疾患医療センターでは、圏域の多機関多職種に向けて研修会の
開催等を通じ、支援ネットワークの構築を図っています。

〇認知症初期集中支援チーム員研修の実施
・認知症（疑いを含む）の人への支援介入時に役立つ支援者の心構え、機関連
携の体制構築について学びました。
講師 三重県精神障がい者アウトリーチ体制構築事業受託

鈴鹿厚生病院 精神科認定看護師 倉田隆明氏
開催日：令和５年７月４日（火）三重県庁講堂 ５０名受講
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認知症疾患医療センターの機能強化に向けた取組について

認知症疾患医療センターの

３つの機能において、

取組を強化しています。

① 専門的医療機能
・認知症疾患に関する鑑別診断と
その初期対応。

・認知症の行動・心理症状と身体
合併症への急性期対応。

・専門医療相談。

② 地域連携拠点機能
・地域保健医療・介護関係者との
連携会議や研修会等を通じた人材
の育成等。

・地域連携体制の構築。

③ 診断後支援機能
・地域包括支援センター等と連携
し、必要な相談支援を実施.。

・本人によるピア活動や交流会の
開催。
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かかりつけ医

認知症サポート医

地域包括支援セ
ンター

認知症初期集中
支援チーム

若年性認知症支
援コーディネー
ター

通いの場

認知症カフェ

チームオレンジ等

介護支援専門員

介護保険サービス
事業所

認知症疾患医療センターは保健医療・介護連携の拠点

～ 地域における認知症医療体制ならびにその支援体制の構築 ～
早期に専門医療へつなげて、関係機関と連携して地域包括ケアの利用支援を行う。

《 医療サービス 》

認知症疾患医療センター運営事業

専門医療
・専門医療相談
・鑑別診断
・急性期医療

地域連携推進
・情報発信
・教育・研修
・連携協議会

診 断 後 支 援
・地域包括支援センター等と連携し、必要
な相談支援を実施
・当事者等によるピア活動・交流会の開催

《地域の社会資源》

《介護サービス》
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認知症ケアの医療介護
連携体制の構築事業
について

①三重県認知症連携パ
ス（脳の健康みえる手
帳）の作成、普及

②認知症スクリーニン
グによる診断補助

◎認知症の早期診療・
介入を行う地域を拡大
し、医療・介護のネッ
トワークを活用するこ
とで、かかりつけ医と
専門医との病診連携や
医療・介護の連携の推
進を図っています。

15
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（２）医療・介護サービスの充実と予防～「予防」の取組
②医療・介護従事者の認知症対応力の向上

認知症対応力向上研修の実施

認知症対応力向上研修等の修了者数の推移。（令和2年度から）
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（２）医療・介護サービスの充実と予防～「予防」の取組
②医療・介護従事者の認知症対応力の向上

認知症対応力向上研修の実施

認知症対応力向上研修等の修了者数の推移。（令和2年度から）
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【認知症介護実践者等養成事業の実施について】
・都道府県等は、本事業を効果的かつ効率的に推進するため、別途定める様式に準じ認知症介護
研修推進計画を策定するものとする。

18

（２）医療・介護サービスの充実と予防～「予防」の取組
②医療・介護従事者の認知症対応力の向上

認知症介護研修推進計画について

研 修 名 年間受講者数
目標値

今年度実績
（令和５年３月末時点）

認知症介護基礎研修 680名 701名

認知症介護実践者研修 210名 162名

認知症介護実践リーダー研修 60名 27名

認知症対応型サービス事業開設者研修 30名 11名

認知症対応型サービス事業管理者研修 120名 49名

小規模多機能型計画作成担当者研修 30名 10名

認知症介護指導者養成研修 ２名 2名

認知症介護指導者フォローアップ研修 1名 1名

三重県介護研修推進計画 【計画期間】令和４年度～令和５年度
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（２）医療・介護サービスの充実と予防～「予防」の取組
②医療・介護従事者の認知症対応力の向上

病院勤務以外の看護師等認知症対応力向上研修

19
19
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認知症になっても、住み慣れた地域で自分らしく暮らすことが出
来る地域共生社会の実現に向けて

《さらなる取組が必要なこと》

①普及啓発、本人発信の支援
②本人のニーズにあった支援、居場所づくり、社会参加

➡認知症施策推進大綱において、「施策は認知症の人の視点に
立って、認知症の人やその家族の意見を踏まえて推進すること
を基本とする」とされています。

◎認知症の本人のニーズを把握して、チームオレンジはじめ、

地域で認知症の人を支える活動に反映していることが必要です。

◎本人ミーティングや認知症カフェなど、認知症の本人が自ら

の言葉で語り、認知症になっても希望を持って前を向いて暮ら

すことができている姿等を発信していくことが必要です。
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～本人が望む地域生活を継続するために、大切なこと～
認知症の早期発見・早期対応
適切な医療・介護サービスにつなぐ取組

《さらなる取組が必要なこと》

①地域における認知症の早期診断・早期対応のための体制の構
築、総合的な支援の充実

➡「認知症になるのを遅らせる」「認知症になっても進行を緩や
かにする」ことが地域で自立した生活を送るために重要です。

◎認知症の知識、理解を深め、疑いの段階で本人、家族、かかり
つけ医等が気づき、早期に専門医療を受け診断を受けることが大
切です。
◎認知症疾患医療センターによる専門医療の提供、医療相談、診
断後支援の機能を発揮し、かかりつけ医や地域包括支援セン
ター、認知症初期集中支援チーム等と連携し、適切な医療・介護
サービス等に速やかにつなぐ取組を強化する必要があります。
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